
 

国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 育 研 究 評 議 会 規 程 等 新 旧 対 照 表 
改   正   前 改   正   後 

 
国立大学法人京都大学教育研究評議会規程 

（平成１６年達示第４号） 
 

（前 略） 
（構成） 
第２条 教育研究評議会は、次の各号に掲げる評議
員で組織する。 
(1) 総長 
(2) 総長が指名する理事 
 
 
(3) 研究科長、総合生存学館長、地球環境学堂長、
公共政策連携研究部長及び経営管理研究部長 
(4) 研究科（次号に定めるものを除く。）の教授 
各２名 
(5) エネルギー科学研究科、アジア・アフリカ地
域研究研究科、情報学研究科、生命科学研究科、
総合生存学館及び地球環境学堂の教授 各１名 
(6) 附置研究所の長 
(7)フィールド科学教育研究センター、生態学研究
センター、地域研究統合情報センター、学術情
報メディアセンター及びこころの未来研究セン
ターの長 
(8) 附属図書館長 
２ 前項第４号及び第５号の評議員は、当該研究科、
総合生存学館又は地球環境学堂の教授会の議に基
づき、総長が指名する。 
３ 第１項第４号及び第５号の評議員の任期は、２
年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の評議員
の任期は、前任者の残任期間とする。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院文学研究科の組織に関する規
程 

（平成１６年達示第７号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 文学研究科に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 

 
 
 
 
 
（構成） 
第２条  
 
(1)  
(2)  
(3) 総長が指名する副学長（命を受けて校務をつ
かさどる副学長に限る。） 
(4) 
 
(5) 
 
(6)  
 
 
(7)  
(8) 
 
 
 
(9) 
２ 前項第５号及び第６号の評議員は、当該研究科、
総合生存学館又は地球環境学堂の教授会の議を踏
まえて、総長が指名する。 
３ 第１項第５号及び第６号の評議員の任期は、２
年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の評議員
の任期は、前任者の残任期間とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 文学研究科に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１８
条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 

（同 左） 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院教育学研究科の組織に関する
規程 

（平成１６年達示第８号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 教育学研究科に、その重要事項を審議する
ため、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院法学研究科の組織に関する規
程 

（平成１６年達示第９号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 法学研究科に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の構成及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 

京都大学大学院経済学研究科の組織に関する
規程 

（平成１６年達示第１０号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 経済学研究科に、その重要事項を審議する
ため、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 教育学研究科に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１
８条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 法学研究科に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１８
条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 経済学研究科に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１
８条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 



 

改   正   前 改   正   後 
 
 
 

京都大学大学院理学研究科の組織に関する規
程 

（平成１６年達示第１１号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 理学研究科に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （中 略） 
（内部組織） 
第１０条 この規程に定めるもののほか、理学研究
科の内部組織については、教授会の議に基づき、
研究科長が定める。 

 
 
 

京都大学大学院医学研究科の組織に関する規
程 

（平成１６年達示第１２号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 医学研究科に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置き、医学研究科医学教授会（以下
「医学教授会」という。）と称する。 

 
 
２ 医学教授会の組織及び運営に関し必要な事項
は、医学教授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院薬学研究科の組織に関する規
程 

（平成１６年達示第１３号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 薬学研究科に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 理学研究科に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１８
条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
（内部組織） 
第１０条 この規程に定めるもののほか、理学研究
科の内部組織については、教授会の議を踏まえて、
研究科長が定める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 医学研究科に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１８
条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置き、医学研究科医学教授会（以下
「医学教授会」という。）と称する。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 薬学研究科に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１８



 

改   正   前 改   正   後 
 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院工学研究科の組織に関する規
程 

（平成１６年達示第１４号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 工学研究科に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院農学研究科の組織に関する規
程 

（平成１６年達示第１５号） 
 

 （前 略） 
（副研究科長） 
第３条 農学研究科に、副研究科長３名を置く。 
２ 副研究科長は、農学研究科の専任の教授をもっ
て充て、研究科長が教授会の承認を得て、選考す
る。 
３ 副研究科長の任期は、２年とし、再任を妨げな
い。ただし、選考する研究科長の任期の終期を超
えることはできない。 
４ 副研究科長は、研究科長の職務を助ける。 
（教授会） 
第４条 農学研究科に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 

条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 工学研究科に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１８
条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（副研究科長） 
第３条 （同 左） 
２ 副研究科長は、農学研究科の専任の教授をもっ
て充て、研究科長が教授会の議を踏まえて、選考
する。 
３  
 
 
４  
（教授会） 
第４条 農学研究科に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１８
条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
 

京都大学大学院人間・環境学研究科の組織に
関する規程 

（平成１６年達示第１６号） 
 

 （前 略） 
（研究科長） 
第２条 人間・環境学研究科に、研究科長を置く。 
２ 研究科長は、人間・環境学研究科の専任の教授
をもって充てる。 
３ 研究科長の任期は、２年とし、再任を妨げない。
ただし、引き続き４年を超えることができない。 
 
 
４ 研究科長は、人間・環境学研究科の校務をつか
さどる。 
（副研究科長） 
第２条の２ （略） 
（教授会） 
第３条 人間・環境学研究科に、その重要事項を審
議するため、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院エネルギー科学研究科の組織
に関する規程 

（平成１６年達示第１７号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 エネルギー科学研究科に、その重要事項を
審議するため、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研
究科の組織に関する規程 

（平成１６年達示第１８号） 

 
 
 
 
 
 
（研究科長） 
第２条  
２  
 
３ 研究科長の任期は、２年とする。ただし、補欠
の研究科長の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 研究科長は再任されることがある。ただし、引
き続き４年を超えることができない。 
５  
 
（副研究科長） 
第２条の２  
（教授会） 
第３条 人間・環境学研究科に、国立大学法人京都
大学の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）
第１８条第１項及び第２項に定める事項を審議す
るため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 エネルギー科学研究科に、国立大学法人京
都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第１
号）第１８条第１項及び第２項に定める事項を審
議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（同 左） 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 アジア・アフリカ地域研究研究科に、その
重要事項を審議するため、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院情報学研究科の組織に関する
規程 

（平成１６年達示第１９号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第４条 情報学研究科に、その重要事項を審議する
ため、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院生命科学研究科の組織に関す
る規程 

（平成１６年達示第２０号） 
 

 （前 略） 
（副研究科長） 
第２条の２ 生命科学研究科に、副研究科長を置く。 
２ 副研究科長は、生命科学研究科の専任の教授を
もって充て、研究科長が教授会の承認を得て、指
名する。 
３ 副研究科長の任期は、２年とし、再任を妨げな
い。ただし、指名する研究科長の任期の終期を超
えることはできない。 
４ 副研究科長は、研究科長の職務を助ける。 
（教授会） 
第３条 生命科学研究科に、その重要事項を審議す
るため、教授会を置く。 

 
 

 
 
（教授会） 
第３条 アジア・アフリカ地域研究研究科に、国立
大学法人京都大学の組織に関する規程（平成１６
年達示第１号）第１８条第１項及び第２項に定め
る事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第４条 情報学研究科に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１
８条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（副研究科長） 
第２条の２ （同 左） 
２ 副研究科長は、生命科学研究科の専任の教授を
もって充て、研究科長が教授会の議を踏まえて、
指名する。 
３  
 
 
４  
（教授会） 
第３条 生命科学研究科に、国立大学法人京都大学
の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第
１８条第１項及び第２項に定める事項を審議する
ため、教授会を置く。 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （中 略） 
第５条 生命科学研究科の専攻及び講座は、次に掲
げるとおりとする。 
統合生命科学専攻 遺伝機構学講座、多細胞体構
築学講座、細胞全能性発現学講座、応用生物機
構学講座、環境応答制御学講座 
高次生命科学専攻 認知情報学講座、体制統御学
講座、高次応答制御学講座、高次生体統御学講
座、生命文化学講座 

２ 前項に掲げるもののほか、生命科学研究科の次
表左欄の専攻に同表右欄に掲げる協力講座を置く。
統合生命科学専攻 形態形成学講座、細胞機能動
態学講座 

高次生命科学専攻 高次生体機能学講座 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院総合生存学館の組織に関する
規程 

（平成２５年達示第４号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第４条 総合生存学館に、その重要事項を審議する
ため、教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院地球環境学堂及び大学院地球
環境学舎の組織に関する規程 

（平成１６年達示第２１号） 
 

 （前 略） 
（教授会） 
第３条 学堂に、その重要事項を審議するため、教
授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 

２ （同 左） 
 
 
第５条 （同 左） 
 
  
 
 
 
 
 
２ 前項に掲げるもののほか、生命科学研究科の次
表左欄の専攻に同表右欄に掲げる協力講座を置く。
統合生命科学専攻 生体構造解析学講座、細胞機
能動態学講座 
高次生命科学専攻 高次生体機能学講座 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第４条 総合生存学館に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第１
８条第１項及び第２項に定める事項を審議するた
め、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 学堂に、国立大学法人京都大学の組織に関
する規程（平成１６年達示第１号）第１８条第１
項及び第２項に定める事項を審議するため、教授
会を置く。 
２ （同 左） 
 



 

改   正   前 改   正   後 
 （中 略） 
（学舎会議） 
第７条 学舎に、その重要事項を審議するため、学
舎会議を置く。 

 
 
２ 学舎会議の組織及び運営に関し必要な事項は、
学舎会議が定める。 
 （後 略） 
 
 

京都大学大学院公共政策連携研究部及び大学
院公共政策教育部の組織に関する規程 

（平成１８年達示第４号） 
 

 （前 略） 
（研究部教授会） 
第４条 研究部に、その重要事項を審議するため、
研究部教授会を置く。 

   
 
２ 研究部教授会の組織及び運営に関し必要な事項
は、研究部教授会が定める。 
 （中 略） 
（教育部教授会） 
第７条 教育部に、その重要事項を審議するため、
教育部教授会を置く。 

 
 
２ 教育部教授会の組織及び運営に関し必要な事項
は、研究部教授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学大学院経営管理研究部及び大学院経
営管理教育部の組織に関する規程 

（平成１８年達示第５号） 
 

 （前 略） 
（研究部教授会） 
第４条 研究部に、その重要事項を審議するため、
研究部教授会を置く。 

   
 
２ 研究部教授会の組織及び運営に関し必要な事項
は、研究部教授会が定める。 
 （中 略） 

 
（学舎会議） 
第７条 学舎に、国立大学法人京都大学の組織に関
する規程（平成１６年達示第１号）第１８条第１
項及び第２項に定める事項を審議するため、学舎
会議を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（研究部教授会） 
第４条 研究部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第１８条第
１項及び第２項に定める事項を審議するため、研
究部教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
（教育部教授会） 
第７条 教育部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第１８条第
１項及び第２項に定める事項を審議するため、教
育部教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（研究部教授会） 
第４条 研究部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第１８条第
１項及び第２項に定める事項を審議するため、研
究部教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 



 

改   正   前 改   正   後 
（教育部教授会） 
第７条 教育部に、その重要事項を審議するため、
教育部教授会を置く。 

 
 
２ 教育部教授会の組織及び運営に関し必要な事項
は、教育部教授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学総合人間学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２２号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 総合人間学部に、その重要事項を審議する
ため、教授会を置く。 

 
 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学文学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２３号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 文学部に、教授会を置く。 
 
 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 
 

京都大学教育学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２４号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 

（教育部教授会） 
第７条 教育部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第１８条第
１項及び第２項に定める事項を審議するため、教
育部教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 総合人間学部に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第２
７条において準用する同規程第１８条第１項及び
第２項に定める事項を審議するため、教授会を置
く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 文学部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条に
おいて準用する同規程第１８条第１項及び第２項
に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 



 

改   正   前 改   正   後 
第３条 教育学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学法学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２５号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 法学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の構成及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学経済学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２６号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 経済学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学理学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２７号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 理学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置く。 

 

第３条 教育学部に、国立大学法人京都大学の組織
に関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条
において準用する同規程第１８条第１項及び第２
項に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 法学部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条に
おいて準用する同規程第１８条第１項及び第２項
に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 経済学部に、国立大学法人京都大学の組織
に関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条
において準用する同規程第１８条第１項及び第２
項に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 理学部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条に
おいて準用する同規程第１８条第１項及び第２項



 

改   正   前 改   正   後 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （中 略） 
（内部組織） 
第５条 この規程に定めるもののほか、理学部の内
部組織については、教授会の議に基づき、学部長
が定める。 

 
 
 

京都大学医学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２８号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 医学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置き、医学部教授会と称する。 

 
 
 
２ 医学部教授会の組織及び運営に関し必要な事項
は、医学部教授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学薬学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第２９号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 薬学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 
 

京都大学工学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第３０号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 

に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
（内部組織） 
第５条 この規程に定めるもののほか、理学部の内
部組織については、教授会の議を踏まえて、学部
長が定める。 

 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 医学部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条に
おいて準用する同規程第１８条第１項及び第２項
に定める事項を審議するため、教授会を置き、医
学部教授会と称する。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 薬学部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条に
おいて準用する同規程第１８条第１項及び第２項
に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 



 

改   正   前 改   正   後 
第３条 工学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学農学部の組織に関する規程 
（平成１６年達示第３１号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第３条 農学部に、その重要事項を審議するため、
教授会を置く。 

 
 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学化学研究所規程 
（平成１６年達示第３２号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第４条 化学研究所に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学人文科学研究所規程 
（平成１６年達示第３３号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第５条 人文科学研究所に、その重要事項を審議す
るため、教授会を置く。 

 
 

第３条 工学部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条に
おいて準用する同規程第１８条第１項及び第２項
に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第３条 農学部に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第２７条に
おいて準用する同規程第１８条第１項及び第２項
に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第４条 化学研究所に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３３
条に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第５条 人文科学研究所に、国立大学法人京都大学
の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第
３３条に定める事項を審議するため、教授会を置
く。 



 

改   正   前 改   正   後 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学再生医科学研究所規程 
（平成１６年達示第３４号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 再生医科学研究所に、その重要事項を審議
するため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （中 略） 
（研究科の教育への協力） 
第７条 再生医科学研究所は、次に掲げる研究科の
教育に協力するものとする。 
医学研究科 
工学研究科 
 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学エネルギー理工学研究所規程 
（平成１６年達示第３５号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 エネルギー理工学研究所に、その重要事項
を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学生存圏研究所規程 
（平成１６年達示第３６号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 

２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 再生医科学研究所に、国立大学法人京都大
学の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会
を置く。 
２ （同 左） 
 
 
（研究科の教育への協力） 
第７条 再生医科学研究所は、次に掲げる研究科の
教育に協力するものとする。 
医学研究科 
工学研究科 
生命科学研究科 

 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 エネルギー理工学研究所に、国立大学法人
京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第
１号）第３３条に定める事項を審議するため、協
議員会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 



 

改   正   前 改   正   後 
第４条 生存圏研究所に、その重要事項を審議する
ため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学防災研究所規程 
（平成１６年達示第３７号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第４条 防災研究所に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学基礎物理学研究所規程 
（平成１６年達示第３８号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 基礎物理学研究所に、その重要事項を審議
するため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学ウイルス研究所規程 
（平成１６年達示第３９号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 ウイルス研究所に、その重要事項を審議す
るため、協議員会を置く。 

 
 

第４条 生存圏研究所に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３
３条に定める事項を審議するため、協議員会を置
く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第４条 防災研究所に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３３
条に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 基礎物理学研究所に、国立大学法人京都大
学の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会
を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 ウイルス研究所に、国立大学法人京都大学
の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第
３３条に定める事項を審議するため、協議員会を
置く。 



 

改   正   前 改   正   後 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学経済研究所規程 
（平成１６年達示第４０号） 

 
 （前 略） 
（教授会） 
第４条 経済研究所に、その重要事項を審議するた
め、教授会を置く。 

 
２ 教授会の組織及び運営に関し必要な事項は、教
授会が定める。 
 （後 略） 
 
 

京都大学数理解析研究所規程 
（平成１６年達示第４１号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第５条 数理解析研究所に、その重要事項を審議す
るため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学原子炉実験所規程 
（平成１６年達示第４２号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 原子炉実験所に、その重要事項を審議する
ため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 

２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教授会） 
第４条 経済研究所に、国立大学法人京都大学の組
織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３３
条に定める事項を審議するため、教授会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第５条 数理解析研究所に、国立大学法人京都大学
の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第
３３条に定める事項を審議するため、協議員会を
置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 原子炉実験所に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３
３条に定める事項を審議するため、協議員会を置
く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 



 

改   正   前 改   正   後 
 

京都大学霊長類研究所規程 
（平成１６年達示第４３号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 霊長類研究所に、その重要事項を審議する
ため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （中 略） 
（研究部門） 
第６条 霊長類研究所の研究部門は、次に掲げると
おりとする。 
進化系統研究部門 
社会生態研究部門 
行動神経研究部門 
分子生理研究部門 
 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学東南アジア研究所規程 
（平成１６年達示第４４号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第５条 東南アジア研究所に、その重要事項を審議
するため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学 iPS細胞研究所規程 
（平成２２年達示第４９号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第５条 iPS 細胞研究所に、その重要事項を審議する
ため、協議員会を置く。 

 

 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 霊長類研究所に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３
３条に定める事項を審議するため、協議員会を置
く。 
２ （同 左） 
 
 
（研究部門） 
第６条 霊長類研究所の研究部門は、次に掲げると
おりとする。 
進化系統研究部門 
社会生態研究部門 
認知科学研究部門 
神経科学研究部門 
 ゲノム細胞研究部門 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第５条 東南アジア研究所に、国立大学法人京都大
学の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会
を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第５条 iPS 細胞研究所に、国立大学法人京都大学の
組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３
３条に定める事項を審議するため、協議員会を置



 

改   正   前 改   正   後 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学附属図書館規程 
（昭和６０年達示第１２号） 

 
 （前 略） 
第３条 図書館に宇治分館（以下「分館」という。）
を置く。 
２ 分館に分館長を置く。 
３ 分館長の任期は、２年とし、再任を妨げない。 
４ 分館長は、宇治構内所在部局の専任の教授又は
大学院工学研究科、大学院農学研究科、大学院エ
ネルギー科学研究科、大学院情報学研究科若しく
は低温物質科学研究センターの宇治地区を勤務地
とする教授のうちから館長の推薦に基づき総長が
委嘱する。 
５ 分館長は、館長の統轄のもとに、分館の館務を
掌理する。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学学術情報メディアセンター規程 
（平成１６年達示第４６号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 学術情報メディアセンターに、その重要事
項を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学放射線生物研究センター規程 
（平成１６年達示第４７号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 

く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第３条  
 
２  
３  
４ 分館長は、宇治構内所在部局の専任の教授又は
大学院工学研究科、大学院農学研究科、大学院エ
ネルギー科学研究科若しくは低温物質科学研究セ
ンターの宇治地区を勤務地とする教授のうちから
館長の推薦を踏まえて総長が委嘱する。 

 
５ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 学術情報メディアセンターに、国立大学法
人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示
第１号）第４５条第８項において準用する同規程
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会
を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
第４条 放射線生物研究センターに、その重要事項
を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学生態学研究センター規程 
（平成１６年達示第４８号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 生態学研究センターに、その重要事項を審
議するため、協議員会を置く。 

 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 
 

京都大学地域研究統合情報センター規程 
（平成１８年達示第１１号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 地域研究統合情報センターに、その重要事
項を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学野生動物研究センター規程 
（平成２０年達示第３号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 

第４条 放射線生物研究センターに、国立大学法人
京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第
１号）第４５条第８項において準用する同規程第
３３条に定める事項を審議するため、協議員会を
置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 生態学研究センターに、国立大学法人京都
大学の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）
第４５条第８項において準用する同規程第３３条
に定める事項を審議するため、協議員会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 地域研究統合情報センターに、国立大学法
人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示
第１号）第４５条第８項において準用する同規程
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会
を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 



 

改   正   前 改   正   後 
第４条 野生動物研究センターに、その重要事項を
審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学高等教育研究開発推進センター規程 
（平成１６年達示第５２号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 高等教育研究開発推進センターに、その重
要事項を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学総合博物館規程 
（平成１６年達示第５３号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 博物館に、その重要事項を審議するため、
協議員会を置く。 
 
 
２ 協議員会は、次の各号に掲げる協議員で組織す
る。 
(1) 総長が指名する理事 
(2) 館長 
(3) 博物館の教授 
(4) 博物館の准教授のうちから館長が指名する者 
若干名 
(5) 京都大学の専任教員 若干名 
３ 前項第５号の協議員は、館長が委嘱する。 
４ 第２項第４号及び第５号の協議員の任期は、２
年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の協議員
の任期は、前任者の残任期間とする。 

第４条 野生動物研究センターに、国立大学法人京
都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第１
号）第４５条第８項において準用する同規程第３
３条に定める事項を審議するため、協議員会を置
く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 高等教育研究開発推進センターに、国立大
学法人京都大学の組織に関する規程（平成１６年
達示第１号）第４６条第７項において準用する同
規程第３３条に定める事項を審議するため、協議
員会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 博物館に、国立大学法人京都大学の組織に
関する規程（平成１６年達示第１号）第４６条第
７項において準用する同規程第３３条に定める事
項を審議するため、協議員会を置く。 
２  
 
(1)  
(2)  
(3)  
(4)  
 
(5)  
３  
４  
 
 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
５ 協議員会に委員長を置き、館長をもって充てる。 
６ 委員長は、協議員会を招集し、議長となる。 
７ 委員長に事故がある時は、あらかじめ委員長の
指名する協議員が、その職務を代行する。 
８ 協議員会は、必要と認めるときは、協議員以外
の者を協議員会に出席させて、説明又は意見を聴
くことができる。 
９ 前各項に定めるもののほか、協議員会の運営に
関し必要な事項は、協議員会の議を経て館長が定
める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学低温物質科学研究センター規程 
（平成１６年達示第５５号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 低温物質科学研究センターに、その重要事
項を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学フィールド科学教育研究センター規
程 

（平成１６年達示第５６号） 
 

 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 フィールド科学教育研究センターに、その
重要事項を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （中 略） 
（部及び部門等） 
第６条 フィールド科学教育研究センターに、教育
研究部及び管理技術部を置く。 
２ 教育研究部に、次に掲げる部門を置く。 

５  
６  
７  
 
８  
 
 
９  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 低温物質科学研究センターに、国立大学法
人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示
第１号）第４６条第７項において準用する同規程
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会
を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 フィールド科学教育研究センターに、国立
大学法人京都大学の組織に関する規程（平成１６
年達示第１号）第４６条第７項において準用する
同規程第３３条に定める事項を審議するため、協
議員会を置く。 
２ （同 左） 
 
 
（部及び部門等） 
第６条  
 
２  

（同 左） 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
研究推進部門 
森林生態系部門 
里域生態系部門 
海洋生態系部門 
３ 前項に掲げるもののほか、教育研究部に、次に
掲げる研究林、試験地及び実験所を置く。 
芦生研究林 
北海道研究林 
和歌山研究林 
上賀茂試験地 
徳山試験地 
北白川試験地 
紀伊大島実験所 
舞鶴水産実験所 
瀬戸臨海実験所 
４ 前項に掲げる施設のうち、芦生研究林、上賀茂
試験地、舞鶴水産実験所及び瀬戸臨海実験所は、
他の大学の利用に供するものとする。 
 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学福井謙一記念研究センター規程 
（平成１６年達示第５７号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 福井謙一記念研究センターに、その重要事
項を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学こころの未来研究センター規程 
（平成１９年達示第６号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 こころの未来研究センターに、その重要事
項を審議するため、協議員会を置く。 

 
 

 
 
 
 
３ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 前項に掲げる施設のうち、芦生研究林、北海道
研究林、上賀茂試験地、舞鶴水産実験所及び瀬戸
臨海実験所は、他の大学の利用に供するものとす
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 福井謙一記念研究センターに、国立大学法
人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示
第１号）第４６条第７項において準用する同規程
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会
を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 こころの未来研究センターに、国立大学法
人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示
第１号）第４６条第７項において準用する同規程
第３３条に定める事項を審議するため、協議員会



 

改   正   前 改   正   後 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学文化財総合研究センター規程 
（平成２０年達示第４号） 

 
 （前 略） 
（協議員会） 
第４条 文化財総合研究センターに、その重要事項
を審議するため、協議員会を置く。 

 
 
 
２ 協議員会の組織及び運営に関し必要な事項は、
協議員会が定める。 
 （後 略） 
 
 
 

京都大学国際高等教育院規程 
（平成２５年達示第７号） 

 
（前 略） 
（教育院長） 
第４条 教育院に、教育院長を置く。 
２ 教育院長は、本学の副学長又は専任の教授のう
ちから、総長が教育研究評議会の承認を得て指名
する。 
３ 教育院長の任期は、２年の範囲内で総長が定め
る。ただし、指名する総長の任期の終期を超える
ことはできない。 
４ 教育院長は、再任されることがある。 
５ 教育院長は、教育院の業務を掌理するとともに、
本学における教養・共通教育の責任者として、そ
の実施並びに企画及び運営について統括する。 
 （中 略） 
（教養・共通教育協議会） 
第６条 教育院に、次の各号に掲げる事項を審議す
るため、教養・共通教育協議会（以下「協議会」
という。）を置く。 
(1) 各学部の意向を前提とする教養・共通教育の
実施方針及び教育課程の編成方針の策定に関す
ること。 
(2) 各部の各教室（第１７条第１項に定める教室

を置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（協議員会） 
第４条 文化財総合研究センターに、国立大学法人
京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第
１号）第４６条第７項において準用する同規程第
３３条に定める事項を審議するため、協議員会を
置く。 
２ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（教育院長） 
第４条 （同 左） 
２ 教育院長は、本学の副学長又は専任の教授のう
ちから、総長が教育研究評議会の議を踏まえて指
名する。 
３  
 
 
４  
５  
 
 
 
（教養・共通教育協議会） 
第６条  
 
 
(1)   
 
 
(2) 教室（第１７条第１項に定めるものをいう。

（同 左）

（同 左）



 

改   正   前 改   正   後 
をいう。以下同じ。）の教員配置数及び関係部局
に関すること。 
(3) その他教育院の人事、予算等に関する重要な
こと。 

２ 協議会は、前項第１号から第３号までに定める
もののうち、協議会の指定する事項について、第
２０条に定める教授会に事前審議を求め、又は審
議を委任してその議決をもって協議会の議決とす
ることができる。 
３ 前項の事前審議、委任事項及び議決に関し必要
な事項は、協議会が定める。 
第７条 協議会は、次の各号に掲げる協議員で組織
する。 
(1) 教育院長 
(2) 副教育院長 
(3) 各学部長 
(4) エネルギー科学研究科、アジア・アフリカ地
域研究研究科、情報学研究科、生命科学研究科
及び地球環境学堂の長のうちから１名 
(5) 研究所長又はセンター長 １名 
(6) 各教育部長（第１８条に定めるものをいう。
第１１条第１項第２号において同じ。） 
（中 略） 
第１１条 企画評価専門委員会は、次の各号に掲げ
る委員で組織する。 
(1) 教育院長及び副教育院長 
(2) 各教育部長 
(3) 各学部等の推薦する教育院の専任教員 各１
名以上 
(4) 各部（第１７条第１項に定める部をいう。第
１４条第１項において同じ。）の専任教員 各若
干名 

２ 前項第３号及び第４号の委員は、教育院長が委
嘱する。 
３ 第１項第４号の委員の任期は、２年とする。た
だし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と
する。 
４ 第１項第４号の委員は、再任されることがある。
ただし、引き続き４年を超えることはできない。 
 （中 略） 
第１４条 企画評価専門委員会に、各部が担う科目
に係る企画、立案及び評価を行わせるため、各教
室等の区分に応じて、それぞれ分野別部会を置く。 
 
 
２ 分野別部会は、次の各号に掲げる者で組織する。 
 
 

以下同じ。）の編成、教員配置数及び関係部局に
関すること。 
(3)  
 
２  
 
 
 
 
３  
 
第７条  
 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
 
 
(5)  
(6) 教育部長（第１８条に定めるものをいう。以
下同じ。） 
 
第１１条  
 
(1) 
(2) 教育部長 
(3) （同 左） 
 
(4) 教育部（第１７条第１項に定めるものをい
う。）の専任教員 若干名 
 
２  
 
３  
 
 
４  
 
 
第１４条 企画評価専門委員会に、各教室等の区分
に応じて分野別部会を置く。 
 
２ 分野別部会は、各分野の科目に係る企画、立案
及び評価を行う。 
３ 分野別部会の委員は、次の各号に掲げる者のう
ちから、教育院長が委嘱する。 
 (1) 企画評価専門委員会委員 

（同 左）

（同 左）

（同 左）



 

改   正   前 改   正   後 
(1) 各教室の主任及び副主任 
(2) 関係学部の教員 
３ 第１項に定めるもののほか、企画評価専門委員
会に、必要に応じて特定の科目に係る企画、立案
及び評価を行わせるため、特別部会を置くことが
できる。 
 
４ 前３項に定めるもののほか、分野別部会及び特
別部会に関し必要な事項は、企画評価専門委員会
が定める。 
 （中 略） 
（部） 
第１７条 教育院に、次表左欄に掲げる部及び当該
部にそれぞれ同表右欄に掲げる教室を置く。 

 
教養教育部 哲学・思想系教室、歴史・文明系教
室、芸術・言語文化系教室、行動科学系教室、
地域・文化系教室、社会科学系教室、情報系教
室、健康・スポーツ系教室 
基礎教育部 数学教室、物理学教室、化学教室、
地球科学教室、生物学教室 
外国語教育部 英語教室、初修外国語教室 
２ 前項の部又は教室に、専任教員（年俸制特定教
員及び特定外国語担当教員を含む。以下同じ。）又
は兼担の教員を置く。 
（部長） 
第１８条 前条第１項の部に、それぞれ部長を置く。
２ 部長は、当該部の専任の教授をもって充てる。
ただし、必要があるときは、兼担の教授をもって
充てることができる。 
３ 部長の任期は、２年とし、再任を妨げない。た
だし、引き続き４年を超えることはできない。 
４ 部長は、当該部の業務をつかさどる。 
（教室主任） 
第１９条 第１７条第１項の教室に、それぞれ教室
主任及び副主任を置く。 
２ 教室主任は当該教室の業務をつかさどり、副主
任は教室主任の職務を補佐する。 
（教養教育部教授会等） 
第２０条 教育院に、次の教授会を置く。 
教養教育部教授会 
基礎教育部教授会 
外国語教育部教授会 
第２１条 前条の各教授会（以下本条において「各
教授会」という。）は、第６条第２項の規定により
協議会が指定する事項に係る審議及び当該部が行
う教育の実施に係る検討、自己評価等を行う。 
２ 各教授会は、当該部の部長及び専任教員で組織

(2) 各教室の主任及び副主任 
(3) 関係学部の教員 
４ （同 左） 
 
 
５ 特別部会の委員は、第３項の規定に準じて教育
院長が委嘱する。 
６ 前各項に定めるもののほか、分野別部会及び特
別部会に関し必要な事項は、企画評価専門委員会
が定める。 
 
（教育部） 
第１７条 教育院に、教養・共通教育の実施に必要
となる教育研究を行うため、教育部を置き、教育
部に分野別に編成する教室を置く。 

 
 
 
 
 
 
 
２ 前項の教室の編成は、協議会の議を経て教育院
長が定める。 
 
（教育部長） 
第１８条 前条第１項の教育部に、教育部長を置く。
２ 教育部長は、教育部の専任の教授をもって充て
る。ただし、必要があるときは、兼担の教授をも
って充てることができる。 
３ 教育部長の任期は、２年とし、再任を妨げない。
ただし、引き続き４年を超えることはできない。 
４ 教育部長は、教育部の業務をつかさどる。 
（教室主任等） 
第１９条  
 
２  
 
（教授会） 
第２０条 教育部に、教授会を置く。 
 
 
 
第２１条 前条の教授会は、第６条第２項の規定に
より協議会が指定する事項に係る審議及び教育部
が行う教育の実施に係る検討、自己評価等を行う。

 
２ 教授会は、教育部長及び教育部の専任教員で組

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
する。 
３ 各教授会に、議長を置き、当該部の部長をもっ
て充てる。 
４ 前３項に定めるもののほか、各教授会の議事運
営に関し必要な事項は、各教授会が定める。 
 （中 略） 
（雑則） 
第２５条 この規程に定めるもののほか、本学の全
学共通教育の実施に関し必要な事項は、協議会の
議を経て教育院長が定める。 
 
 
 

 京都大学環境安全保健機構規程 
（平成１７年達示第６号） 

 
 （前 略） 
（附属センター） 
第１１条 機構に、次に掲げる附属センター（以下
「センター」という。）を置く。 
環境科学センター 
安全科学センター 
放射性同位元素総合センター 
健康科学センター 
２ センターは、第２条第１項各号に掲げる業務に
関する研究を行う。 
３ センターにセンター長を置き、本学の専任の教
授のうちから、協議会の議に基づき、機構長が指
名する。 
４ センター長の任期は、２年とし、再任を妨げな
い。 
 （後 略） 
 
 
 
 

京都大学情報環境機構規程 
（平成１７年達示第１３号） 

 
 （前 略） 
第１５条 整備委員会に、必要に応じて専門委員会
を置くことができる。 
２ 専門委員会の委員は、整備委員会の議に基づき
機構長が委嘱する。 
 （後 略） 
 
 
 

織する。 
３ 教授会に、議長を置き、教育部長をもって充て
る。 
４ 前３項に定めるもののほか、教授会の議事運営
に関し必要な事項は、教授会が定める。 
 
（雑則） 
第２５条 この規程に定めるもののほか、本学の教
養・共通教育の実施に関し必要な事項は、協議会
の議を経て教育院長が定める。 

 
 
 
 
 
 
 
（附属センター） 
第１１条  
 
 
 
 
 
２  
 
３ センターにセンター長を置き、本学の専任の教
授のうちから、協議会の議を踏まえて、機構長が
指名する。 
４ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１５条 （同 左） 
 
２ 専門委員会の委員は、整備委員会の議を踏まえ
て機構長が委嘱する。 

 
 
 
 

（同 左）
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京都大学図書館機構規程 

（平成１７年達示第１７号） 
 

 （前 略） 
（図書館協議会） 
第５条 機構に、次の各号に掲げる事項について審
議するため、京都大学図書館協議会（以下「協議
会」という。）を置く。 
(1)～(4) （略）  
第６条 協議会は、次の各号に掲げる協議員で組織
する。 
(1) 総長が指名する理事 １名 
(2) 機構長 
(3) 副機構長 
(4) 附属図書館宇治分館長 
(5) 各研究科の長又は教授 各１名 
(6) 各研究所の長又は教授 各１名 
(7) センター（学術情報メディアセンターを除
く。）の長又は教授 若干名 
(8) 情報環境機構長又は学術情報メディアセンタ
ーの教授 １名 
(9) 国際高等教育院長又は副院長 １名 
(10) 附属図書館事務部長 
(11) その他総長が必要と認める本学の専任教員 
若干名 

２ 前項第５号から第９号まで及び第１１号の協議
員は、総長が委嘱する。この場合において、第５
号、第６号、第８号及び第９号の協議員は、当該
研究科等の長の申出又は推薦に基づき行うものと
する。 
３ 第１項第５号から第８号までの協議員の任期は
２年、第１１号の協議員の任期は１年とし、再任
を妨げない。ただし、補欠の協議員の任期は、前
任者の残任期間とする。 
 （後 略） 
 
 
 
   京都大学物質―細胞統合システム拠点規程 

（平成１９年達示第５４号） 

 （前 略） 
（拠点長及び副拠点長） 
第３条 拠点に、拠点長及び副拠点長を置く。 
２ 拠点長は、次条に定める運営協議会の議に基づ
き、総長が任命する。 
３ 拠点長の任期は、５年以内とし、再任を妨げな
い。 

 
 
 
 
 （図書館協議会） 
第５条  
 
 
(1)～(4)  
第６条  
 
(1)  
(2)  
(3)  
(4)  
(5)  
(6)  
(7)  
 
(8)  
 
(9)  
(10)  
(11)  
 
２ 前項第５号から第９号まで及び第１１号の協議
員は、総長が委嘱する。この場合において、第５
号、第６号、第８号及び第９号の協議員は、当該
研究科等の長の申出又は推薦を踏まえて行うもの
とする。 
３ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（拠点長及び副拠点長） 
第３条 （同 左） 
２ 拠点長は、次条に定める運営協議会の議を踏ま
えて、総長が任命する。 
３ （同 左） 
 

（同 左） 



 

改   正   前 改   正   後 
４ 拠点長は、拠点の所務を掌理する。 
５ 副拠点長は、拠点長が指名する。 
６ 副拠点長の任期は、５年以内とし、再任を妨げ
ない。ただし、指名する拠点長の任期の終期を超
えることはできない。 
７ 副拠点長は、拠点長の職務を助ける。 
 （後 略） 
 
 
 
   京都大学組換えＤＮＡ実験安全管理規程 

（昭和５４年達示第２１号） 
 
（前 略） 
第１０条 組換えＤＮＡ実験を実施する部局に組換
えＤＮＡ実験安全主任者（以下「安全主任者」と
いう。）を置く。 
２ 安全主任者は、当該部局における組換えＤＮＡ
実験に係る安全の確保に関して、部局の長を助け、
組換えＤＮＡ実験を実施する者に対して指導助言
を行う。 
３ 安全主任者は、部局の長の申出に基づき、総長
が命ずる。 
 （後 略） 
 
 
 
   京都大学授業料、入学料免除等規程 

（昭和５３年達示第５号） 
 

 （前 略） 
（選考等） 
第７条 授業料の免除等及び入学料の免除等の決定
は、学生生活委員会の議を経て、総長が行う。 
２ 前項の規定にかかわらず、第２条第２項の規定
による授業料の免除及び第５条第３項の規定によ
る入学料の免除の決定は当該学部又は研究科の長
の申出に、第５条第２項の規定による入学料の免
除の決定は当該学部の長の申出に基づき、総長が
行う。 
３ 第４条第１項の規定による授業料の免除等の願
い出及び前条第１項の規定による入学料の免除等
の願い出に対し決定がなされたときは、厚生補導
担当の副学長は、学部学生又は学部に入学する者
の場合にあつては当該学部の長を、大学院学生又
は大学院の研究科に入学する者の場合にあつては
当該研究科の長を経て、その旨を出願者に通知す
る。 

４  
５  
６  
 
 
７  
 
 
 
 
 
 
 
 
第１０条 
 
 
２  
 
 
 
３ 安全主任者は、部局の長の申出を踏まえて、総
長が命じる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（選考等） 
第７条 （同 左） 
 
２ 前項の規定にかかわらず、第２条第２項の規定
による授業料の免除及び第５条第３項の規定によ
る入学料の免除の決定は当該学部又は研究科の長
の、第５条第２項の規定による入学料の免除の決
定は当該学部の長の申出を踏まえて、総長が行う。 
 
３ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
 

（同 左） 

（同 左） 
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 （後 略） 
 

 
   附 則 
 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
 

 


